
2021年 度も、31き続きコロサウイルス
=延
の影響を受け制限の多い中での活動と

なりました。例年行われていた文化祭や運動会といつた法人全体で取り組むイベント

が実施できず、利用者の楽しみの部分に制限がかかつたことは残念でした。

ひきこもり自立支援事業においては、コロナ禍に配慮したイベント等を企画し、関塞

憩が出ないような取り組みを実施しました。

訪間支援に関しても、緊急事態宣言等が発令された影響で、期間中の訪間が中止せさ

る得ない状況もありましたが、4月以降は通常の取り組みが出来ています。保護者相

8炎に関しても、先の見えぬコロすの影響で低迷していましたが、徐々に回復傾向にあ

ります。

厚生労働省委託の、宿泊型集中訓繰プログラムに関しては、全国の福祉

`務
所や生活

困窮相談窓□に定期的に同知徹底し、オンラインによる事業説明を実施することによ

り、大きな関心を持つて■えるようになり、地方部からの訓線,加者が増加しまし

た。地域の支援者に具体的な情報を届けることにより、コロすの影日で停滞していた

層に対する支援が活性化してきたように感します。

地域著者サポートステーション●業に関しても、蔓延防止期間等が解除されたことか

ら、利用者が増加してきています。コロす氷河期世代が生まれないように、早期の支

援が肝要と彗え対応にあたっています。

ブヽ王子著者総合相談センター事業に関しても、居場所事業の利用者が順調に伸びまし

た。ただのフリースベースではなく、多彩なプログラムを組むことにより、様々なタ

イプの利用者に対応できる工夫をしました。また、′ヽ王子著者サポートステーション

夢業や地域の支援機関と運動できるネットワークを構築できたことにより、ただの居

場所ではなく、次にステップアップできる居場所としての機能を有することが出来ま

した。

東京都から受託運営しているひきこもリサポートネット夢業に関しても、近年注目度

が高まり、令和4年より地域の自治体との連携強化の業務や相談機能の拡充などがな

されました。それに伴い、足立区内の拠点を移転、整備を実施しました。都との連携

も強化してきながら、都民のニーズに応えるべく、専門臓を含めた人員のも強化を図

りました。

YS〕 グローパルスクールにおいては、地方自治体の委託業務等のニーズが高まり、オ

ンラインを活用した支援がさらに高まつています。また、ウクライナ情勢の影響で、

日本に来日している避難民子弟の受け入れ態勢もいち早く整備し、5月末0現在、7

2021年 度 (24期)事業報告
2021年 6月 1日 から2022年 5月 31日まで

名ほどの受け入れを開始しています。このような情勢も含めて、国や自治体、関係機

関の海外にルーツの有る方々に対する支援が加速している現状があります。それに準

して他の選難民に対する支援要望も高まり、受け入れ、対応を実施しています。この

ような状況に対しての体制整備が間に合つていなところもあり、日本語の教育のみな

らず、全体的にコーディネートをできる人材育成等の拡充が必要な状況となつていま

す。

支援の拡充と人材確保の両立の難しさを感じる昨今ですが、焦ることなく地に足をつ

けた地道な歩みで整備を進めていきたいと考えています。

その他の事業未実施



1も定非営利活動法人青少年自立援助センター

特定非営利活動法人青少年目立援助センター

2021(令和3)年度事業実施報告 (2021年 6月 10～ 2022年 5月 31日 )

事業名 8B署名 事業内容 受盃対象者範囲
及び人数

作業体験、職場実習、ダンス等のカルチャー、各種イベント等
様″な活動を通して、個々の抱える課題に共に向き8い、それぞれが
目指す方向 (社会的自立)こ定書を個別にサポートする.
また、ひきこもり状態にある子どもを持つご家族からの相:資をお受
けし、状況に応した対応や情報の提供を行う.

り

支援、
に

実施成果と課題
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〈長期利用
者)

・新規入寮は7名 (内、家庭訪間を経て入寮した者は48)、 卒寮は9
名.
・月 1回水曜日に開催している本80の施設見学会 (コロナ感染症拡大
に伴い 1回中止)には、関係者、本人とその家族合わせて60名が参
加.保護者相:炎や家庭訪間に繋がったヶ―スもあった。

く課題>
当事者の年齢が10代後半から20代前半の間い合わせが目立った 1年
て、訪問先も10代が増え、費生の平均年齢が下がった。一方で時折40
代以降の当事者の問い合わせもあるが、入寮生の現状を伝えると、
少々躊躇する保護者も散見された。10～ 20代への支援と、特に就労経
験が少なくプランクの長い40代の支援とでは全く買なる。互いに共0
でき刺激し合える場や支援の工夫が修妻.
また、コロナ禍が長引き、職場実習先の間拓が難しく、中断してい
る実習先も少なくない。経験不足を補うために必要な場の確保も課題
の一つ.

者、25名

理 1躍馴 園田

事業名 部署名 事業内容
実施
曰時

従業
者数
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

(1)青少年に
不登校ないし31
きこもり等から
の脱却の機会を
与え、又、集団
生活、共〔o』作業
等の社会参加基
礎訓練の場を提
供するための寮
施設兼生活指導
施設の運営
(2)不奎校、
31き こもりで
あ
力̀

す

労

業

つた胃少年
、自立を目指
―暉として就
体験をする機
を提供する事

【厚労省委託
事業】
ち年無奏者等
集中訓練
=プログラム

(6か月 )

仕事に就いておらず、家事も通学もしていない15震貫″κ房商勇ξあ
~

うち、遍20時間以上の就職に向けた取組みへの意欲が認められる者が
対象.6か月間の合宿生活を通して、臓働実習 (O J TJll練 )、 資格取
得支援等を実施することで、自信の回復、就日に必要な基礎的能力の
獲得等を図り、就職に

'き

びつけることが目的.

通 年 5名 23名 本来事業に
含まれる.

実施成果と課題

く成果>
・今年度の参加者は計23名 (内、女性 1名 )
※生活保護受給者は内7名
・内訳は10代 :4名、20代前半 :6名、20代後半 :6名、
30代前半 :5名、30代後半 :2名
・平D年齢は255歳

プログラム修了時の状況
・就1観 :7名 (正社員4名、契約社員 1名、アルバイト2名 )
・進路未決定 :4名 〈多摩・あだら

'ボ
ステを継続利用、福祉事務所

の就労支援員へgl継ぎ、その他)
・本入寮 :1名  ・途中退所 12名  ・福11系 :3名 (作業所、GH)

出身地はもB内 10名、愛知 3名、茨城 2名、静岡2名、青森・神奈川・
埼玉・長野・滋賀・沖縄 1名

2021年 12月 より、東京以外の関係機関向けにオンライン (Z(x)m)
による当該事業の説明会を実施.56組の参加があり内5名が利用に繋
がった。

く課題>
参加者は前年度より7名多かつたが、内部事業所からのリフアーが
減少。改めて社内で当該事業の効果性と必要性を説き、各:a員の意識
や誘導力を高めたい.また、プログラム内容の点検を改めて行いた
OL___

連 年 10る 98.22〔



事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数
受益対象者範臼
及び人数

(3)上記
(2)の事業と
して、漬1'η用野
菜の加工事業、

'員

物、海産物害
の物品販売及び
乳製品等の製造
販売事業、衣
類・家具等のリ
サイクル商品の
販売及び受話販
売、リサイクル
資源の再商品化
業務及びその受
託業務、清掃及
びハウスクリー
ニング事業及び
その請負事業、
その他 上記事
業に関連する諸
事業の運営

【本来事業】
ハウスクリー
ニング8'P3
ビツーアシス
ト

この事業は、ひきこもり、ニート状態にあった者年者及び障害者を
対象に就労支援を目的とし、ハウスクリーニング事業を実施してい
る.
業務内容はハウスクリーニングにととまらず市内地

'或

会館や老人介
護施設の定期清掃の他、一般住宅 0ヽ賃貸住宅のリフォームも行つてい
る.
1●には、ハウスクリーニング事業で培つたノウハウを活かし′ヽ王子
市、荒
"1区

若年無業者就労促進事業ハウスクリーニング基礎技術 :1又得

通年 本来事業に
2まれる.

実施成果と課題

当法人の障害者作業所の利用者を中
`Ы
こ、市内の老人ホーム、老人

介護施設、個人医院の定期清掃を行っている。通常作業よリワンラン
ク上の作業と位置付け、より実社会に近く、利用者のモチベーション
となつている.
また、合宿型集中訓練フログラムの実習生の訓練の一環として寮内
清掃を定期的に行い、荒川・ハ王子の委託事業としてハウスクリーニ
ング講座を実施。
2022年度から新たに公盃財団法人東京しこと財回の委託を受け障害
者向けのビルクリーニング・ビル管理を中心とした通所型訓練を開
始.―期2ヵ月間で年度4回開講する。
課題としては本格的な清掃業務、訓練のため高度な作業力、指導カ
が不可欠であり更なる職員のスキルアップが必要である.

特定非営利活動法人青少年目立援助センター

特定非営利活動法人青少年自立援助センター
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事業名 部署名 事業内容
実施
8時

従業
者数
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

(4)青少年と
その保護者に対
する相談事業

【本来事業】
相談・家庭訪
間

保護者相談 :

ひきこもり状態の著者の家族等からの相談を受け、置かれた状況に
応した家族としての関わり万や社会資源の活用方法等を助言する.

家庭訪間 :

家族間のみでの対応が困難な状況など第二者の関わりが必要なケー
スにおいて、家族等の依頼により自宅等に訪間する.
当事者ご本人に進路に関する情報提供や家族関係や環境整備等の課題
についての助言を直接的、または間接的に行い、必要に応して適切な
な会資源 0ヽ法人運営の寮の活用を後押しする.

通年 5` 全国のひきこも
りの課題を泡え
る家族・当事者

87.756

実施成果と課題

新規保護者相ξ炎:14件  新規家庭訪問 :6(牛       ~~
特に当事者自らが相談に赴くことができずに孤立を深めているケー
スに対する訪間支援を重視して実施した。
ひきこもりを含めに孤立・孤独が社会問題として注目され、行政・
民間共に多様な支援を展開している中で、法人としての強みを通切に
周知して適切な利用をしてもらうことが課題.

4
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事業名 事業内容
実施
日時

従業
者数
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

(4)胃少年と
|

その保護者に対 |

する0曰談事業  |

セーフティ
ネットあだち
事業

この事業は、社会参加の一歩を踏み出せない事で、問題を抱えた本
人、またはひきこもりを持つ家族で問題を抱えている方への支援を実
施している.
活動内容としては、相談支援事業の実施、支援機関への誘導支援の
実施、後追い支援の実施、出張相談会の実施。
教育・福祉・保健・医療・就労の支援機関と連携して、社会との捜
点がヽ薄となる亭て.問題を抱えた方を生み出さない取り組み行つて
いる.

通年 6名 足立区
80名

相談事業に
含まれる。

実施成果と課題

今年度も、社会参加が困難な利用者に対して関係機関と連携をしな
がら定期的に来所を促し個別相談を実施した。それにより、生活改善
や社会参加息欲の醸成が図られ、社会参加に結びついた.
課題は、区民に対しひきこもり問題の理解推進.

特定非営利活動法人青少年目立援助センター

特定非営利活動法人汚少年自立援助センター
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事業名 38署名 事業内容
実施
曰時

従 業

者 数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

(4)青少年と
その保護者に対
する相談事業

若年薔就

"支援業務委託
(あ らかわわ
かもの就労サ
ポートテス
ク)

この事業は言年者に対して就労に関する個別相談及びセミナーを実
施することにより、苦年者の就労を支援し、安定的な雇用の促進を図
ることを目的として実施している
主な支援内容としては、キャリアコンサルタント・臨床心理士・社
労士による専門相談、セミナー実施による活動の基盤作り、GAT8や
キャリアインサイトなどの時業適性検査・パソコン検定に向けての指
導、ハローワークや関係機関との連携害、各人が置かれた状況に応し
て晴葉自立に向けたサポートを行つている。

通年 6名 110名 相:炎事業に
含まれる.

実施成果と課題

今年度も新型コロナウイルス感染症の影響があつたが、限られた支
援の中で就労日立に向けた支援を行つた。
40歳代前後の利用者層が例年に比べ上がつた為、年齢層に合った支
援内容を検討、早期就労に向けた支援を行つた。
また、今年度は新たに社労士相言炎枠を設け、雇用契約、保険、税金
など雪門的な相B炎を充実させ、心理士相談にはコ0,禍の影響を受け
ている万のメンタル面でのケアを、キヤリアカウンセラーには実践的
|なカウンセリングを重点的に行つた.
1 課題としては、就労意欲欠如に対する意欲喚起と前年度同様、自己
1肯定感の饉さ・認知のゆがみ・受動的な傾向が就晴活動の阻害要因と
|して見られる為、利用者との関係構築、0情把握等寄り添つた支援を
1心掛けることと、コ0ナ禍だからこそできる支援を検討、周知活動の

1見

直しをし新規登録者数、就労決定率を上げていきたい。

6
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事業名 80署名 事業内容
実施
曰時

従業

者数
受益対象百範囲
及び人数

支出額
(千円)

(4)青少年と
その保護者に対
する相談事業

青梅市ひきこ

もり等支援事
業

ひきこもりに関する諷演鉾 胃梅市内のひきこもりの課題を抱える
家族、当事者、支援者に向けた話演会

ひきこもりの状態にある本人や家族のための相談会 :ひきこもり状
態の著者の家族等からの相談を受け、置かれた状況に応した家族とし
ての関わり方や社会資源の活用方法等を助言する.

通 年 3` ■韓市内のひき
こもりの課題を
抱える家族、当
事百、支援者

相談事業に
含まれる.

実施成果と課題

ひきこもりに関する騰演会 :『ひきこもりの理解と対応』調演会の
実施
23名参力0
ひきこもりの状態にある本人や家族のための相談会 :8月に2B
間、11月 に3日間、3+5日間実施

特定非営利活動法人青少年自立援助センター

特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
曰時

従業

者 数

受薔対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

(4)薔少年と
その保護者にxl
する相談事業

【多摩市委託
事業】
多摩市,児童
青少年課委託
事業

本事業は.多摩市民向けのひきこもり支援事業です.
本年もコロナウイルス感染拡大の影響て、 2口実施予定であつた0
民向け講演会を 1回開催した。

通年 3名 多摩市民 相談事業に
含まれる.

実施成果と課題

コ0ナウイルスの感染拡大に伴い、実施に際しては.担当課と綿密
に打ち合わせて、感染予崎x,策 (人数制い 完全予約制・ :8演時間の
短縮等)を徹底しトラフルなく実施することができた。
今回は、自樽学園大学の の基調講演と当事者の体験
談を交えた形で開催した.

8



特定非営利活動法人薔少年自立援助センター

4 少

その保護者に対 もリサポート
する13談事業 ネット

特定非営利活動法人青少年目立援助センター

事業名 部署名 事業内容 実施
日時

業
数
従
者
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

この事業は、当事者
「
家族霧55 相談に癒じるとともに、相談内容

に応して適切な相談機関、支援機関の紹介等を行う。
主に電話相訳 メール相談、訪問相談、ピアオンライン相:炎ならび
に年6回の巡回相。炎、家族セミナー・個別相談、平0個別10:炎 を実施
し、ひきこもり状態の早期発見につなけ、状況に応して継続的な支援
を行つていく.
【相談活動】
当事者・塚族等からの相談に対し.東京都の「提

=」
に基づき一人

ひとりの状態・状況に応したきめ細やかな支援を行う.
また、具体的課題解決へのアプローチ、つながり続けること目指す
アプローチの両0高を組み合わせた視点を持ち、当事者・塚族等のニー
ズに合わせた適切な相談機関、支援機関の紹介、当該機関との有機的
な連携をし、切れ日のない支援にあたることを目的としている.
【多臓種専門チームと区市町村ネットワーク構築支援事業】
相:炎業務及び区市町村支援業務における困難ケースや専門的な知見
に基づいた助言を要するケースについて、意見や助3を得ることが可
能となる制度を構築 候 療、心理、福祉、法律)する。
また、も3が指定する区市町↑」において、自治体におけるひきこもり
支援に係るネットワークを構築するため、日治体籠員等との情IR交換
会、事例検討、勉強会を実施する.

に

数】
1.201人

含まれる.

実施成果と課題

【相8炎活動】
電:き相談において、新型コロ,ウイルス感染症の影日により、小中
高生の相:炎が増加.
撻続支援がうたわれる中、電話10談、メール10:炎のみでの経続は現
実的てはない。段階を設|,た伴走型の対面 (来所)相談の必要性を感
している。
今年度末より、ビア,ボーターによるオンライン

'0談

を実施.

【多晴種専門チームと区市町村ネットワーク情楽支援事業】
令和3年度より、ネットワーク構築支援事業開始.9自治体と実施し
たが、各区市町村によつて、ひきこもり支援施策の進捗は異なる.引
き続き、各区市町村のニーズを把握し、当事業として何ができるのか
を模索、検討、実行していく。

10
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事業名 部署名 事業内容
実施
曰時

従業
者数
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

(4)青少年と
その保護者に対
する相談事業

フリースペー
スわかば

この事業はひきこもつていた対象者が社含参加する為の準備、また
はひきこもり防止を目的として実施している.

.1.学習 :学校や家庭以外の場を提供し、中学生までの勉強範囲で学
校の補習から高校進学支援までの学習のお手伝いをするとともに、そ
れぞれの目的に応した学習を行う。
2居場所 :コ ミュニケーションや対人関係に自信のないうにヌ」し
て、社会性を費う居場所の提供。こ本人のペースで社会,加・体験活
動を実施し、人との関わりを醸成していく。

わかば利用者延べ数1ま 14件 .

通 年 1名 日主予算の為、
範囲無
1名

相談事業に
含まれる.

実施成果と課題

利用者は 1名となり、対象者と保護者、スタッフで面:炎を実施.就
労支援事業に繋がりながらも居場所へ通いたいという希望があり継続
となつた.
,ホステには週2～ 3日とわかばでも週2日で活動. 12月の利用
を最後に卒業となつた.スタッフの見立ては、働き出せる準備は整つ
ていたが不登校、ひきこもり時期が長く不安が強く残つていたため無
理せす対象者が納得てきるまで在籍となつた.
課題は昨年同様て周知活動.利用者がいなくなつたため次年度に向
けて新たな体制、運営づくりも検討。

情定非営利活動法人青少年目立援助センター

特定非営利活動
'お

人青少年日立援助センター

11

事業名 部署名 事業内容 実施曰時 従業者数
受盃対象者範囲
及び人数

支出額
(千円 )

(5)活少年の
社会的日立に関
する情報提供事
業

あたち著者サ
ポートステー

ション

15歳から49歳までの言年無業者を対象として、その就労支援のため
各種40談事業 (スタッフによる個別面談、キャリアコンサルタントに
よるキャリアカウンセリングなど)、 就躍活動にα立つ各種セミナー
(ジ ョフトレ・ホランティア活動、コミュニケーションセミナー、臓
葉人講話、′ヽソコンセミナー、GATBやキャリアインサイトなどの日
葉適性検査、日場定着支援セミナーなど)、 さらには、日葉経験の少
ない著者|こ働く規場を体験して買うため、様々な業種の企業に協力し
てもらい、1～2週間程度の職場体験プログラムを用意し利用者に提供
している.

通年 6名 登録者
:95名

相談件数
:2.003件

159.230

実施成果

【相談・セミナ枷 】                  ~
昨年1こ引き続き新型コロ,ウイルスの影響て来所者の動向が鈍るな
か、WEBでの面談・オンラインセミナーなども駆使してコロナ禍でも
就臓活動が滞ることがないよう支援体制を維持.新規登録者数は伸び
なかつた反面、相談件数並びに就職者等数は伸びる結果となつた.コ
ロナ禍ながらも、既存登録者が相談・セミナー等躍続的に動いた結果
の数字である.
【ショフトレ・臓場体験】
新型コロナウイルスの影響て、体験先の受け入れ態鱈ア)(変化.弓 1き続
き実施できないトレーニング 0ヽ体験先が多くあつた。次年度は、職場
体験までの流れを丁寧に確立していく必要あり.

12



事業名 部署名 事業内容 実施E3時 従業者叡
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

(5)■少年の
社会的自立に関
する情報提供事
業

いたはし言者
サポートス
テーション

この事業は、関係機関との連携の下、 15競から49歳て、1■事に就い
ておらず、家事も通学もしていない者のうち、適20時間以上の就晴に
向けに取組みへの意欲が認められ、ハローワークに於いても就職を目
標にし得ると判断した者及びその家族を対象に、各人が置かれた状況
に応して個別に支1濃 を行うことや、課題の所在を正確に把握し、支援
対象者との信頼関係が築かれた専門スタッフによる晴業的自立の実現
に向けた継続的な,ボートを行うこと.

通 年 4名 登録者 :85名

示」用(牛数
_:2.3351牛

情報提供事
業に含まれ
る。

実施成果

く成果>
0新規雷扱人数と内訳
新規登録者数 :85名
一年齢層内訳
15～ 19歳 :58、  20～24歳 :30名 、25～29議 122名
30～34競 :11名 、35～39歳 :7名、40減以上 :108
※未登録者36名

0ホ」用1牛数 :2.335件
コロナ禍をも慮し、オンライン対応 (相 B炎・セミナー)を並行した結
果、利用件数が前年度 (1.905名)を超え、進路決定書増にも影響を
及ぼしたと者えられる。高校、大学、臓業訓練校との連携て10代～20
代前半の登録者が増力0.一方でコ0ナ禍による臓揚体験先企業の受入
れが難しく、31き続きの課題となる.また、広報活動 (ホ ームベー
ジ・ホスター等)の見直しを行い、前年度以上の新規登録者数の増加
に繋げたい.

特定非営利活動法人青少年自立援助センター

1も定非営利活動法人肯少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容 実施日時 従業者数
受益対象者範囲
及び人数

支出額

(千円 )

(5)胃少年の
社会0,日立に関
する情IR提供事
業

多摩著者サ
ポートステー
ション

15～49歳の苦年無業者の就労支援を目的として福生市とハ王子市
(サテライト)に相談窓口を設置している。
各111曰 談事業 (個別面談、キャリアカウンセリングなど)、 就露活
動に役立つ各種セミナー (ジ ョフトレ・ポランティア活動、コミュニ
ケーションセミナー、PCセミナー、臓業適性検査、日場定書支援セミ
ナーなど)、 様々な業種の企業での臓揚体験フログラムを用意し利用
者に提イtt.

また、宿泊型のち年無業者等集中訓練フログラムを6ヶ月間4口実
施。

通年 8名 15～49歳の無
業者

登録者
1276名
(令和3年度)

情報提供事
業に含まれ
る。

実施成果

地域の支援機関からの認知度が向上したことにより、新規登録舌数
が増力0した.
就労に向けた有効な支援である瞳場実習先の充実が課題。
総利用件数 :4.832件 (内、相談件数 :2.009件 )

13
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事業名 部署名 事業内容 実施日時 従業者数
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

(5)■少年の
社会的自立に関
する情報提供事
業

′ヽ王子市君年
無業者就労促
連事業

この事業は、社会体験や就労体験などの不足により就労が困難と
なつている著者にxlして、中小企業、八王子市、,ボートステーショ
ンの協働により、職場体験 。暗場実習として中間鉤就力を積む機会を
提供し社会的な自立と就労に結び付けていくことを目的として実施し
ている。
旧場体験等のほか、個別相談、保護者10談、合宿型実践講座、学校
連携、就職決定者への階場定着支援等を実施している.

通年 4名 1.′ 王ヽ子若者
サポートステー

ションに登録し
た者のうち、社
会的自立及び就
労に向けた支援
として、就労訓
練を受けること
が適当であると
判断された者

2.当支援を受
けることが適当
であると判断さ
れた者

支援対象者
2∞名程度

情報提供事
業に含まれ
る.

実施成果

アルバイト等をしながら定着支援を利用している若者が正社員へと
転臓をする等、ステッフアップするケースが散見された。また職築訓
練校との連携を強化し、積極的に見学会を行つた。多くの苦者が入校
することができた。
就労意欲の乏しい若者については通所することで満足してしまい、
就臓活動に踏み出せないまま長期化しているケースが見られる.

特定非営利活動法人喬少年自立援助センター

特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容 実施曰時 従業者数
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

(5)胃少年の
社会的自立に関
する情,R提供事
業

8百綸6相談
センター関
設・運営業務

働くことや自分の進路等に悩み続け、孤立し、自己肯定感の喪失と
ともに長期のひきこもりに奎ってしまう若者がいるが、単に失業や中
途退字といつたことだけでなく、いじめ・反人トラフル、

“

困・借
金、精神疾患 。発達障害、DV・ ネグレクトといった家庭環境の問題
等、様々な問題が複含していることが多い。こうした著者の支援に
は.単独の支援機関による支援だけては解決が困難である.
このような状況を踏まえ、本事業は言者向けのワンストッフ相談機
能を有する若者総合相談センターを開設することで、支援の必要なむ
者に電り添う伴秦的な支援を実施する中で、8者の悩み事を何でも受
1ブ止め、問題の早期発見及び複数の支援機関による多角的な支援を

`ラうとともに、義務教育以降の若者に対する切れ日ない支援を実施する
ものである.

通年 4名 ′ヽ王子市内在
住・●勤・こ学
中の15歳～39
歳までの者及び
その家族等

相談者数 :

140名 程度

情報提供事
業に含まれ
る.

実施成果

周知活動として他の支援機関への巡回訪間を実施した.これにより
他機関から紹介されて利用に至る著者が増加していることに加え、10
域の支援者と顔の見える関係性を構築することができた.独合的な課
題を抱える著者の利用も多々見られるため提供できる情報を探すこと
に苦慮することがある.
フリースペースについては延へ利用回数が昨年度と比較して大幅に
増加し、著者の利用が活発になつてきている。その反面、本人の障害
特性によって利用上のルールを

'ら
なかつたり、他の著者への自の影

響を与えてしまつたりする者への対応に迫られる場面もある.

15
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特定非営利活動法人青少年目立援助センター

事業名 30署名 事業内容 実施
日時

従業
者数
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

(7)薔少年.高
齢者、0身陣富音
等に対する移送・
家事・綸食・清掃
及び生活改薔支
援・就労訓練等の
福祉サービス事業
(8)上:3(7)
の事業として.グ
ループホーム運営
事業、地!,生 活支
援センター運営3
葉.ガイド及び
ホームヘルプサー
ビス提供事業.自
立支援センター運
営事業等の地域福

'1[増

達のための事
業

ル ー ホ ー

ム事業
― ム に

助等を行うことにより、障害者の自立生活を助長することを目的とし
て実施している。
今年度の新入居者2名、退去者なし。利用者に対する食事の提供、
健康管理・金銭管理の援助、対人関係・余暇活動の助言等、日常生活
に必要な援助を行った.

通年 22名 長期利用者
男性31名
女性6名

53.972

実施成果と課題

-81臓員に⊃ロナ感染者¬F厚要面
は感染が見られず、大過なく週ごすこ

者が発生したものの、利用者に
とができている.

利用者の中には、勤務曰数削減後や退鷹後に日中活動先が見つから
ない期間が数ヶ月以上におよぶケースがあり、今後とも対応が課題と
なる.

事業名 83署名 事業内容 実施
日時

従業
者数
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

(9)障害者総
合支援法に基づ
く障E者に対す
る就労支援・生
活支援・相談支
援等の事業
(12)リ サイ
クル資源の回
収・再利用促進
事業

【本来事業】
ショフスペー
ス流

この事菫は●書者に対して社念生活ビ●晏0菫■ 5■口そヌEI■百
~

的と咲 鬱日の輌み口ねによつてより良い彗慣形厳や薇£生饉腱力の

口ょ
社会通瘍青餃嗽 自立した生活を3口においた支籠t職 して

具体的には体調管理、整容などの身辺習慣の習得、交通機関の利
用、時間の認識、食事のマナーなど生活習慣の習得、挨拶、言葉遭
い、運縄など基礎09なコミュニケーシヨン能力の習得を目指してい
る.
また、作業を通して、集中力や責任感を高めるとともに、作業従事
を通して働くことの意義や自信を習得することを目1象とする。また、
作業技能を会得し就労につなける。作業を通して3に収益は、利用者
に工賃として遺元する。

通 年 15名 就力継続支援B
型
44名

就労移行支援
4名

52.162

実施成果と課題

就労移行支援
現在の人数は4名となるが、新規がいない場合は、利用期限がある
為.利用人数は減つていく事となる。昨年度は就労継続支援B型から3
名移動した.,後も利用者の確保が課題となる。
昨年度 :新規1名 就労者イ名

就労継続支援8聖
昨年度は特別支援学校から2名の利用が決まつた。実習生の受け入れ
を円滑に

`]い

、特別支援学校の教員と密に連13を取り合う事を重視し
た。今後は、一般就労が難しい万 〈情別支援学校卒業生)が主になつ
ていくと思われるため、この形態を維持していきたい。
昨年度 :新規4名 就力書1名

17

特定非営利活動法人青少年自立援助センター
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事業名 部署名 事業内容
実施
曰時

従業

者数
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

(9)陣害者総
合支援法に基づ
く障8者 |こ ,1す
る就労支援・生
活支援・相談支
援等の事業

陣害者就業・
生活支援セン
ターけるん

この事業は、東京都の西多摩地域に居住している障8者を主な対象
として、当該陣害者の適性・能力・希望に合致した就労と、安定的な
職場定書ができるように、就業面と生活面の両面から包括的な支援を
行うことを目的として実施している.
地域における医療機関・企業・学校・就労支援機関などの関係機関
と随崎情報共有や連携を行いなから、地域に根ざした支援ネットワー

クの構築と効果的な支援体制の確立を目指している.

通年 6名 長期利用者
420名

峰害者支援
等の事業に
3まれる.

実施成果と課題

今年度の新規登録百は昨年度比90%増 と大幅に増加する。傾向と
しては昨年から31き続き生活課題を抱えたらの割合が多かつた。コロ
す酒の影雷は、OT年度に比べ反動からか例年より数が増加している項
目もあつた.らなみに就臓件数は昨年比70%増の24件 であった.
今年度も.支援対象障害者が就縮後に安定して職場定薔てきるよう
に、丁寧で効果的なアセスメントを行うように心が1,た ,
今後の課題として、弓|き続きコ0ナ禍にお|,る支援について、対面
以外での積極的な対応、生活課題に対応する為の地,1資源の間拓、
ネットワークの構築が掌げられる。

特定非8利活動法人青少年目立援助センター

|1定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
曰時

業
激
従
者
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

(9)障害者総
合支,■法に基づ
く障害者にヌ,す
る就労支援・生
活支援・相談支
援等の事業

中小企業障害
者雇用応援連
携事業

この事業は、東京都の委託事業で、東京しごと財団が事務局となつ
行つている中小企業の陣害者雇用を促進する目0,で行われている.
部内900社、455人以上300人未満の中小企業が

',象
となる。

通年 2名 1561■ 障害者支援
等の事業に
含まれる.

実施成果と課題

昨年度同様コロ,ウ ィルス感染拡大の影響を受けて、支援手段、件
数のカウントの変更があり、年度当初は対応 |こ苦慮した。
企業の碑害者雇用に対する意識にも影響を及ぼし、1■先順位が後退
してしまった結果、支援が滞つてしまう企業もあつた。
今後支援手段をも虚して、文」応していきたい ,

19

20



事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
琶数
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

(9)'章害者綸
台支援法に基づ
く障害者に対す
る就労支援・生
活支援・ 10談支
援等の事業

精神陣害者就
労定書支援事
業

。年に2回、精神障害者の就労・定首支援に関する蓮尾1奮Z諄罰ξ碩言語
演やグループワーク等を実施することで、地域における支援力の向上
こ他臓種連携を促進する.
・年に4回、外部の有識者を招き、連崎会についての企画・立案をする
とともに、多臓礎連携を促違するための「連携ツール」を作成する。
・医療との連携を目的に医療D―ディネーターを西3日 し、出前講座等
を行つてきた.

(連絡会)
11月25
B
3月 16日
(出前講
座)

140名ほど 障害者支援
等の事業に
含まれる.

実施成果と課題

コロナウィルス感染拡大の影響により、連絡会は昨年度同様柿
の開催となる。また

'年
度より新たな事業として、連絡会事業と医療

連携事業の2本立てとなり、それぞれ展開してきたが、医療この連携に
関して困難さを感した.
次年度の課題として8+面的に事業を展開することに心掛けたい.

特定非営利活動法人青少年自立援助センター

特定非営利活動法人青少年自立援助センター

ア

車業名 部署名
|

事業内容
実施
日時

従業
者数

|

受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

国人支 【YSCクローバル・ スクール】
海外にルーツを持つ子ども・若者を対象とした専門家による日本語教
育・教科学習支援の実施。
【NICO Iにはんご×こともプロジェクト】
日本語教電機会へのアクセスがない10域にEらす子どもを対象とし、
オンライン会議システムを活用してYSCグローバル・ スクールの授業
を双方向・ハイフリット型て受講可能な通隔数竜支援を実施.
【就労支援 (他

`業
部薔との連携)】

海外にルーツを持つち者、定住外国人害を対象として、地域若者サ
ポートステーションとの連携のもと、日本語教育機会と就労支援機会
の提供、1半走支援を実施.
【公釜活動における海外ルーツ青少年受け入れ体制推進事業】
主に日本人青少年を対敏に活動を行ってきた公釜活動団体等を対象
に、海沐ルーツの青少年

‐
も
｀
その対象として支援を行うことができ

るよう、必要な研修機会や伴走支援を提供することを通して、共生社
会の基盤構築に寄与する事業.

人 4 2.263

21

リーサポートセ
ンター事業等、
男女共同参画社
会促進事業

援事業8: (延 10.854
′
'、

)
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実施成果と課題

本事業部では2016年度よリオンライン会議システムを活用した遠隔
教育に取り組んできたこともあり、コロナ,日の発生以降もオンライン
支援と対面支援を感染拡大状況に応して柔軟に使い分け、組み合わせ
て運営を行つてきた。これにより、平時より学びの機会へのアクセス
が限られている海外ルーツの子とも・著者たらへ、切れ日のない学習
機会とつながりを提供し続けることができた。また、コロ,禍の影響
により「オンライン授業」という選lR肢が広まつたことによつて.全
国各地からオンライン支援を希望する子どもや3者を例年以上に受け
入れることができた。
また、2020年目より公益活動団体を対象とした海外ルーツ青少年受
け入れ態勢推進事業を閲始。コロナ禍による影響は少なからすあった
が.オンラインを柔軟に活用することにより、著者支援、高校生支
援、子ともの貧困支援等、所領◎域で活動する公益活動団体に対して
海外ルーツ胃少年の受け入れのための研修等を実施することができ
た._
課題としては、コロナ禍の影響を受けやすい外国人保護者 0ヽ海外
ルーツの6者の失業や減収が続き、子どもたちの教育の継続に対しリ
スクが高まっていることである.先の見えない状況が続いているが、
民間助成金等の活用や、フートバントリー等との連携などを含めに生
活の安定

`し

を図る取り組みを可能な限り行うことて、不就学や中途退
学の発生予防に努めたい.

特定非営利活動法人青少年自立援助センター

特定非営利活動法人汚少年日立援助センター

11 フ ァ フ

リー

'ボ
ート

ンター事業等
る日常・社会
生活支援事業

男女共同参画社
会促進事業

事業名 部署名 事業内容
|

実施
日時

業

数

従

者
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

15歳から39歳で、特に就労阻害要因がな|「と]厠うTTるか顧万恵厭あ
乏しいものに対し、就労意欲の醸成と社会適舒 社会参加を助長し、
就
"又
は誂学により、受綸者及びし帯の自立助長を促達し、円滑な社

会生活の確立を目0,とする。

(1)発注者から依頼する支援対象者について、家庭あ間によるア
セスメント、動機付け、通性診断等を実施し、その後、包格的就労支
援事業、あたら著者サホートステーション、公共購葉安定所などへの
同行を通して、最終的には就職へ結ぶつける.
(2)11来 の確実な就力のため、支援

'1敏
者が高等学校、臓葉訓練

校への進学を希望し、これ′Э̀
支援
'1象
者の自立支援に効果があると発

注者が認めた場合は、進学に向けた支援を行う,
(3)不就労等の背景に精神疾患等があると思われる者について
は、定期通院をはじめとした日常生活自立、社会参力0日立に向1,た支
援を行う。

ミ

セ

ヽ

足立区の被保護
者15歳～39歳
約608程度

サポートセ
ンター事業
|こ 8まれ
る.

リーチ
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'寺

定非営利活動法人青少年自立援助センター

特定非営利活動法人青少年自立援助センター

実施成果と課題

(3)利用者、ケースヮーカーとの情報共有件数の増加.
昨年度634件から今年度は1207件 .
(4)支援対餃者数の増加
昨年度54件から今年度は81件

・ 支援方法の選,R肢、入0を広く持つことにより、ひきこもり状態に
ある対象者ほとんどの外出支援に成功.
・中学校卒業後違

'8未

決定書の高校復学支援数の増加.
・以前から青少年自立援助センターを知つてくれているケースワー
カーからの依頼が多く、認知が広がった.
・他機関この連携の強化に務めた、その結実対敏者のB中活動先を増
やすことができ社会と関わる時間を増やすことができた。

【課題】
・支援者が1可度も入れ習わつているケースは長期化していることが多
く、動かしにくさを痛感.
・就労経験者を支援していく中て、再度就労したいと思わせる動機付
けの難しさ.サポートステーションヘの定着の難しさ.
・終了者数の少なさが課題。
一短期で支援が終わる対象者が少ない状況で新規の数が増え、訪問件
数が増えた.結果、事務処理が業務内で終わらないことがほぼになつ
ている.

【実施成果】     ~~
(1)新規件数の増加
昨年度14名から今年度は40名。
(2)訪問件数の増加
昨年度459件から今年度は985件。

夢業名 事業内容 実施
曰時

従業
者数
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

(11)フ アミ
リーサポートセ
ンター事業等、
男女共同参画社
会促進事業

板橋区
子ともの学
習・生活支援
事業
まなふ―す

●板橘区役所
前教室
(276～ )

?西台教室
(295～ )

この事業は、生活困窮

―

       「5頼1亘:需τ57rこ15,,Fび:Z「
~~

の保護者に対して、学ど・生活支援事業を実施し、世帯への10談支援
や子ともへの学習支援、居場所支援等を行うことて、高校進学及び卒
業を支援し、就職や進学等の将来展望の明確化及び進路選択の幅の拡
大を図ることて、資困の連鎖を防止・解消することを目的とする.

通 年 22名
〈内、ア
ル′ヽイト
は17
名)

110人
(板橋区役所前
数室 :46人、
西台教室 :64
人)

フアミリー
サポートセ
ンター事業
に含まれ
る.

実施成果と課題

く成案>                 ~~
0新規登録人数と内訳
新規豊録人数 :37人
一内訳 :小 271名、小3/2名、小4/2名、小5/4名

小6'10名、中 1/4名、中2/7名、中3/6名、高 1/1
名

※R2年度からの利用:墜続73名 を含め、 110名 を支援

0学年別登録薔110名の内訳
学習豊銀 /68名
居場所登録/42名

※うち、ひとり親せ帯は90名
※生活保:●世帯と困窮世帯の比率 く人)は 47:63

0違路決定状況
・中学 3年生 17名、全員合格

く課題>
・学習ポランティアの確保と活用
ポランティアの登録人数は前年度と比較し26名減の68名。昨年度
の減少から―転、台録人数は大幅に増加した。一方て、ポランティア
の星置奎]壺塑1壺望Σ艶壁ここう________
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事業名 部署名 事業内容
実施
曰時

従業
者数
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千円)

(11)フ アミ
リーサホートセ
ンター事業等、
男女共同参画社
会促建事業

子ともの健全
育成学習支援
(基礎)業務
(八 王子市)

この事業は、就労に必要な実践的な知識・技能等が不足しているだ
けではなく、複合的な課題があり、生活リズム′D(崩れている、社会と
の関わりに不安を抱えている、就労意欲が低下している等の理由て就
労に向けた準備が整つていない者に対して、一般就労に向けた準備と
しての基礎能力の形成からの支援を、計画的かつ―■して実施するこ
とを目的として実施している。

通 年 7名 ′ヽ王子市内に在
住する生活保護
受給世帯および
児童扶養手当受
給世澪の小学4
年生から中学3
年生

常晴上限20名
(tt様書■)

フアミリー

サホートセ
ンター事業
に含まれ
る.

実施成果と課題

支援対象者のほとんどが発達障害等の課題を抱えており、学びなお
しができる放課後等デイサービスといつた様相であつた。進学を希望
する中学3年生については全員が志望校に合格することができた。
支援対象者は自治体担当者が選定するが、既に公的な支援につな
がつている層しか発見てきていない.こうらから対象者を見つけて支
援につなげることは認めらす.孤立している層にアフローチができな
いことが事業の仕組み上の課題である

特定,贈利活動法人舌少年自立援助センター

11定非営利活動法人汚少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
B時

従業
者数
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千 円)

(11)フ アミ
リー●ホートセ
ンター事業等、
男女共同参画社
会促達事業

福生市
子どもの学習
支援事業
rsつ さまな
ふ―す

この事業は、福生市内の生活困窮、生活保護世帯の子どもたらの学
習支援、および居場所提供事業として実施。中学三年生については高
校進学を目指し、受験勉強の指導を行い、目的達成を目指す.
また、学校生活が苦手な生徒には、安0できる居場所を提供するこ
とて、社会性が身につくようなカリキュラムを実施している.

通年 3名 延べ5∞名 フアミリー
サポートセ
ンター事業
に含まれ
る.

実施成果と課題

く成果>
毎年7月に,3生市による約7∞世帯への広報を行つてる.今年は、定
員10名に対し10名が受講.内 2名は送迎を利用することで、継続的な
通所につながっている.
く課題>
利用者が増えることは、それだけ困窮者の増加を意味するため、一
機に推奨することはできないが、一週間に2時間程度の関りとはいえ、
家厳事情も様々であることから、一人一人に寄り添つた,ポートを 1｀ ,

がけなけれはならないと.もえている.

事業名 部署名 事業内容
実施
曰時

従業
者数
受益対象者範囲
及び人数

支出額
(千 円)

(14)上記
(5)(13)の
事業の一環とし
て出版事業

【本来事業】
書籍販売

「わが子のひきこもり待つだ1,でいいのでしょうか ?」 は、ひきこt,
りの子どもに

'」

する親の姿勢をわかりやすくアド′ヽイスしており、好
評.

通
`T

ひきこもりを持
つ保護者.
関係機関向け.

本来事業に
2まれる.

実施成果と課題

薔露販売は、アマツンの通信販売を利用することで、全国の希望者
の手に届けやすくなつている.さ らに、き籍の意減をPRしながら販
売促進を進めていく。
冊子販売内訳 :

わが子のひきこもり   16冊
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
業
数
従
者
受益対象者範囲
及び人数

(15)上 記
(2)(5)の
事業の一日とし
て無料籠業紹介
事業

無料臓業名3介
所

臓業安定法をに基づき、就躍を希望する求露者と労働者を求める企
業との仲介を行って、双万の要求を満たすような就職の実現を目8ヽと
するサービスを提供.

於いて必要応して活用した.
求人数 :8件  新規求臓者数 :8件

通年 3名 求人者 (企
業)、 求職者

本来事業に
含まれる.

29

実施
曰時

支出額
(千円)

実施成果と課題



7 .670

8

1会費・ 入会金・ 寄付収入
会費入会金

年会費
寄付金収入

2事業収益

2021(R3)年 度 (第24期 ) '舌動計算書
2021年 6月 1日から2022年5月 31日まで

蟻i翌ロヨ利I重鯰&k_董L整圧三立援型重笙22-

(4)
(5)
(7) (8)
(9)
(1 1)

経常収益計

Ⅱ経常費用
1事業費
(1)

2管理費
(1)

1,035,897
2,611,146
119,445
3,985,624
7,144,601
12,541,502
3,237,721
14,245,837
1.524,044
49,300
6,333

2,813,902
85,122
879,942
9,851,967
42,138,936
14,369,898
418,484
4,945,949
11,467,379
192,383
6.265,959
1,455

139,932,826

生活指導施設運営事業
相談事業
社会的事業に関する情報提供事業

障害者に対する就労支援事業
ファミリーサポートセンター事業

人件費
給料手当
賞与
法定福利費
福利厚生費

18,000
309,000
5,944,452

58,599,987
98,493,795
165,371,064
126,315,649
6a299451
94,147,724

326,470,635
17,853,500
38,404,159
949,318
383,677,612

人件費
給与手当

賞与

法定福利費

福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費
運送費
広告宣イz、費
交際費

旅費交通費
通信費
消耗品費

修繕費
水道光熱費
新聞図書費

諸会費
寄付金

支払手数料
支払保険料
調査研究費
減価償却費
支払家賃地代
賃借料
租税公課

教育生活指響費
給食費

行事費
業務委託料

雑費
その他経費計

事業費計

22,8CX).000
4,8CX),000
9,985,989
157,407
37,743,396

(2)そ の他経費
運送費
広告宣伝費
交際費
旅費交通費
通信費

消耗品費

35,891
80,718
34,198
117.593
1,422,407
1,000,750

人件費計

科ヨ
六
一



14.5CЮ
l,843,739
11,049
128,CX〕Э

725,106
2,CXX),930
11,072.556
373,800
433,467
4,315,784
1.527,808
2,496

25,140,792

経常費用計
当期経常増減額

Ⅲ経常外収益
受取利患

雑収入

Ⅳ経常外費用
支払利息
雑損失

税引前当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

その他経費計
管理費計

経常外収益計

経常外費用計

1,083
121,776

5,950.375
4.504.319

000,4V4,OZ0
28,004,496

122.859

10.454.694
17.672,661
370,704.465
388,377,126

修繕費
水道光熱費
新聞図書費

諸会費
支払手数料

支払保険料
減価償却費

支払家質地代

賃借料

租税公課
業務委託料

雑費



2021(R3)年 度 (第24期) 貸借対照表
2022年5月 31日現在

特 営利活 法人 自立 ンター

1 流動資産
現金
三菱UFJ銀行
三菱UFJ銀行 (グローパルスクール専用)
三菱UFU銀行 囃 預金助成金′GS青少年受入撻違事業専①

多摩信用金庫
多摩信用金庫 (グループホーム専用)
多摩信用金庫 (継続支援B型・移行支援専用)
多摩信用金庫 (休編預金助成金/G勢 国ルーツ自立・ 定住事業きわ
多摩
=用
金庫 (休眠預金助成金/本来若年無業者就労支援事業 )

西武信用金庫
三井住反銀行
郵便貯金
郵便定額貯金
郵便振替□座
未収入金 (寮費)
立替金 (寮生立替金)
前払金 (ガソリン代プリベートカード)
仮払金 (雇用保険・支所小□現金)

流動資産計

2固 定資産
(1)有形固定資産
建物 (本部施設・第2センター(GH)・ 第3センター)

建物付属設備
構築物
車輌運搬具(11台 )
什器備品(寮備品)
土地(本部・第2センター(GH)・ 第3センター)

有形固定資産計
(2)無形固定資産
電話加入権
ソフトウエア (ニコプロジェクトHP構築ソフト

無形固定資産計
(3)投資その他の資産
敷金 (支所賃貸敷金)
出資金(西武信金・多摩信)
保証金 (支所賃貸保証金)
保証料
預託金 (車両リサイクル料)

投資その他の資産計
(4)繰延資産
契約料 (支所賃貸契約料)

繰延資産
固定資産合計

2,004,629
968,724
922,364
3,285594
141,276,853
2,187,013
72,774
7,559,700
685,000
7,641,798
1,776,757
693,676
9,700,000
94,541
4,855,896
1,549,534
37.165
3,566,336

Ⅱ 負債の部

資産合計

流動負債
短期借入金
未払金 (給与・ 固定資産税・ コピー機リース料)

預り金 (職員所得税・住民税 )
未払消費税

流動負債合計

278,260,982
44,671,401
268,219
2,202,638
4,916,781
192,517,904

272,420
229,734

11,215,233
1,050,000
3,395,200
297,440
99,850

909,168

60,αヌD,000
32,547,574
901,382
5,568,900

固定負債
長期借入金
多摩信用金庫借入金(第 3センター建設費2)
その他の借入金

固定負債合計
負債合計

223,073,342
16,000,000

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産
当期正味財産増減額

188,878,354

522.837,925

502,154

16,057,723

909,168

99,017,856

373,421,465
17,672,661

科 日

Ｃ
一
ヱ９
一
Ｑ０
一
３
一
Ω４
一

５
一
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

重要な会計方針
計算口類の作成は、NRD法人会計基準によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法
建物/定額法・建|'o付属設備/定率法・構築物/定率法・車両運搬具/定率法・機械装置/定率法・什器備品/定率法・什器備品 (リ ース物件)定額法・保証金及び保証料/定額法

(3)引当金の計上基準
該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

(6)消費税等の会計処理
税抜方式



2  事業別損益の状況
(単位 :円 )

科目 管理部門
生活指導施設運営
事業

相談事業
社会的自立に関す
る情報提供事業

グルーフホーム・

障害者地域支援セ
ンター (けるん)
運営事業

障害者に対する就
労支援事業(JS)

フアミリーサポー
ト事業

合計

327,000
5,944,452

0
0

3,796,902
54,088,085
715,000

0
0

95,599,654
2,894141
0

0
0

164.938,018
433,046

0
0
0

87737,661
38,577,988

0
0
0

4,328,727
60,970,724

0
0

42,499,680
6,498,743
45,149,301

327,000
5,944.452
306,834,254
155,980,403
145,413,013

6.271,452 58,599,987 98.493,795 65,371,064 126,315.649 65,299,451 94.147.724 614,499,122

22,8(〕Э,000
4,800,000
9,985,989
157,407

45,273,465
6,550,200
5,855,637
434.550

53,913,670
1,891,000
7,933,193
53.636

103,346,426
7,499,300
13,108,913
191,837

38,228,593
0

2,703,463
83.320

34,835,863
1,913,000
5,150,988
92,729

50,872,618
0

3,651,965
93.246

0
0

349,270,635
22,653,500
48,390,148
1,106,725

37.743.396 58.113.852 63,791,499 41.015,376 41,992,580 54,617,829 421,421,008

35,891
80,718
34,198
1l Z593
1,422,407
1,000,750
14,500
1,843,739
11,049
128000
0

725,106
2,000,930
0

11,072,556
373,800
433,467
4,315,784
0
0
0

1,527,808
2.496

1,035,024
399682
119,445
1,080,051
1,126.402
4,396,926
685,377
8,677.534
230,307
24,000
6.333
392,468
76,450
62,455
6,677,923
1,622,817
316,804
280,084
719,708
11.467,379
192,383
520,377
1.455

0
931,739
0

833,555
1,060,213
1,426.385
174,291
1,185,070
20,641
0
0

1,843,310
8672
21,818
0

11.690,920
1,081,417
25,800
545
0
0

3,660,682
0

873
723,795
0

802,140
1,245,878
2,958,188
1,152,489
931,472
121,017
13,200
0

61.272
0

207.459
870,936
16,792,240
9,202.602
0
0
0
0
0
0

0
537,667
0

465,451
496,785
1,482,262
1,152,520
2.132,725
51,181
8,500
0

188,257
0
0

1,664,108
2,942,092
1,710,082
20,1()0
0
0
0

105,410
0

0
0
0

302,355
121,340
317,521
44,944
144,403
650
0
0

46.295
0

540,000
0

2,858,067
169,419
92,500
4,222,532
0
0

1,309,636
0

0
18,263
0

502,072
3,093,983
1,960,220
28,100
1,174,633
1.100.248
3,600
0

282,300
0

48,210
639,OCЮ
6,232,800
1,889,574
0
3,164
0
0

669,854
0

1,071,788
2,691,864
153,643
4,103,217
8.567,008
13,542.252
3,252,221
16,089,576
1,535,093
177,300
6,333

3,539,008
2,086,052
879,942
20,924,523
42,512,736
14.803.365
4,734,268
4,945,949
11,467,379
192,383
7,793,767
3,951

25,140,792 40,111,384 23,965,058 35,083,561 12,957,140 10,469,662 17.646,021 165,073.618
62,884,188 98,225,236 87,756.557 53,972.516 52,162.242 72.263.850 586.494.626
-56.612,736 -39,625.249 10,737.238

I 経常収益
1.会費
2.寄付
3.受取委託費
4.事業収益
5.その他 (助成金・補助金)
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(つ 人件費
給料手当
賞与
法定福利費
福利厚生費
人件費計
(2)その他経費
運送費

広告宣伝費

交際費

旅費交通費

通信費

消耗品費

修繕費

水道光熱費

新聞図書費

諸会費

寄付金

支払手数料

支払保険料

調査研究費
減価償却費

支払家賃地代

賃借料
租税公課

教育生活指導料

給食費

行事費

業務委託料

雑費
その他経費。|
経常費用計

当期経常増減額 72,343,133 13,137,209 21.883,874 28,004,496



4

3  施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正昧財産の増湖及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがつて使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6  借入金の増減内訳

内容 金額 算定方法
該当なし

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

該当なし

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取省1価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

287,700,822
54,611,383
324,403
3,992,357
1,802,905
192,517,904

272,420
835,334

13,384,233
1,050,000
2,875,000
1,954,000
99,850

1,834,455

1,231,000

520,200

3,400,000

1044,832

378

287,700,822
51,611,383
324.403
3,992,357
3,636,982
192.517,904

272,420
835,334

11,215,233
1,050,000
3,395,200
909,168
99,850

9,439,840
6,939,982
56,184
1,789,717
1,048,368

605,600

278,260,982
44,671,401
268,219
2,202,640
2,588,614
192,517,904

272,420
229,734

11,215.233
1,05Q000
3,395,200
909,168
99.850

558,420,611 3,585,655 4.445,210 19,879,691 0 0 537,681.365

(1)有形固定資産

建物付属設備 (本部施設設備)

構築物 (本 3施設周辺構築い

車輌運搬具(11台 )
什器備品 (寮備品)
土地 (本部・二察・第 3セ ンター,

(2)無形固定資産
電話加入権
ソフトウエア・HP作成貴
(3)投資その他の資産
敷金 (支所賃貸敷金)
出資金(西武1_金・多摩信)

保証金
契約料
__理童金

`重

0ユユエ22型)
計

不斗[ヨ 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

長期借入金 279,401,671 0 40.328,329 239,073.342
合計 279,401.671 0 40.328.329 239,073,342

「

T「「T柄容
~~~¬



7 役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理買の按分方法

部門別に処理しており、按分すべき費用はない
その他の事業に係る資産の状況

8

科 目
計算書類に計上さ
れた金額

内役員及び近親者
との取引

(賞借対照表)

長期僣入金 279.401.671 6000,000
貸借対照表計 279,401,671 6,000,000
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2021年度 (第24期) 財産目録
2022年5月 31日現在

少年 助センター

菫位 :円

科 目 金 額

188,878354

522,837,925

502,154

16,057,723

99,017,856

239,073,342

909,168
540,306,970

4

流動資産
現金
三菱UFJ銀行
三菱UFJ銀行 (グローパルスクール悪用)
三菱υFJ銀行(体眠預金助成,/GS■少年曼入推違事業■日)

多摩信用金庫
多摩信用金庫 (グループホーム専用)
多摩信用金庫 (継続支援B型・移行支援専用)
多申●月金自 囃 預金田威金/OS外ロルーツB立・定住事業専D

多

"億
円金● (休眠預金助威金/本来き年無業者就労支薇蓼業 )

西武信用金庫
三井住友銀行
郵便貯金
郵便定額貯金
郵便振替口座
未収入金 (寮費)
立替金 (寮生立替金)
前払金 (ガソリン代プリペードカード)
仮払金 (雇用保険・支所小□現金)

流動資産計

2固 定資産
(1)有形固定資産
建物 (本部施籐 第2センター(GH)・ 第3センター)

建物付属設備
構築物
車輌運搬具(11台)
什器備品(寮備品)
土地(本部・第2センター(GH)。 第3センター)

有形固定資産計
(2)無形固定資産
電話加入権
ソフトウエア (ニコプロジェクトHP構築ソフト

無形固定資産計
(3)投資その他の資産
敷金 (支所賃賃敷金)
出資金 (西武信金・多摩信)
保証金 (支所賃貸保証金)
保証料
預託金 (車両リサイクル料)

投資その他の資産計
(4)繰延資産
契約料 (支所賃貸契約料)

繰延資産
固定資産合計

流動負債

短期借入金
未払金 (給与・ 固定資産税・ コピー機リース料)

預り金 (職員所得税・ 住民税 )

未払消費税
流動負債合計

2固 定負債
長期借入金
多摩信用金庫借入金(第 3センター建設費3)
その他の借入金

固定員債合計
負債合計

資産合計

正味財産

I 資産の部
1

Ⅱ 負債の部
1

2,004,629
968,724
922,364
3,285,594
141,276,853
2,187,013
72,774
7,559,700
685,000
乙641,798
1,7″76,757
693,676
9,700,000
94,541
4,855,896
1,549,534
37,165
3,566,336

278,260,982
44,671,401
268,219
2,202,638
4,916,781
192,517,904

272,420
229,734

11,215,233
1,050,000
3,395,200
297,440
99,850

909,168

32,547,574
901,382
5,568,90Э

223,073,342
16.000,000

391,094,126



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 3年度年間役員名簿 〈前事来年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事来年度における報酬の有無を記載した名簿)

盤雄塵量塵塾二盪型塗豊二囲盤曼生
=‐
_______

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
●各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1 理 事

コウノヒサタダ 令和3年 6月 1日

令和4年 6月 31日

令和3年 6月 1日

令和4年 5月 31日河野 久忠

2 理 事

クドウヒメコ 令和3年 6月 1日

令和4年 5月 31日

令和3年 6月 1日

令和4年 5月 31日工藤 姫子

3 理 事

タキカワシュウソ
゛
ウ 令和3年 6月 1日

令和4年 5月 31日

令和3年 6月 1日

令和4年 5月 31日瀧川 修三

4 理 事

I 2 z.tv:, 令和3年 6月 l日

令和4年 5月 31日

年

年

月

月

ロ

日夜久 晴子

5 理 リ

イノウエゲンキ 令和3年 6月 1日 年 月

月

日

日年井上 源喜

6 理 事

クドウツヨシ 令和3年 6月 1日

令和4年 5月 31日

年  月  日

年  月  日工藤 剛

′ 理 事

クロサワサ トル 令和3年 6月 l日

令和4年 5月 31日

今:   月   日

年  月  日黒澤 悟

8 ■11'

マツダトシアキ 令和3年 6月 1日

令和4年 5月 31,1

年   月 日

日年 月松田 敏明

9 理 事

ヤスタク トオル 令和3年 6月 1日

令和4年 5月 31日

年  月  日

年=   月   日安武 徹

10 監
.ト

ヤ ク ヒロ ミ 令和3年 6月 1日

令和4年 5月 31日

年

年

月

月

日

日夜久 弘美

令和4年 5月 31日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人青少年自立援助センター

氏    名

1
久保田税理士事務所

久保田 昌章

2 井上 源喜

3 松田 敏明

4 宇田川 克己

5 松田 京子

6 吉澤 正仁

7 草川 哲生

8 株式会社ミライエ

9 荻野 慎二

10 石田 健倫

11 荒木 賢一

平野 直彦12


